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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半芳香族ポリアミド樹脂フィルム上に樹脂層が設けられた離型シートであって、樹脂層
が、酸変性成分の割合が２～６質量％である酸変性ポリオレフィン樹脂と、架橋剤とを含
有することを特徴とする離型シート。
【請求項２】
　酸変性ポリオレフィン樹脂１００質量部に対して、架橋剤の含有量が１～５０質量部で
あることを特徴とする請求項１記載の離型シート。
【請求項３】
　架橋剤がカルボジイミド基含有化合物および／またはオキサゾリン基含有化合物である
ことを特徴とする請求項１または２記載の離型シート。
【請求項４】
　半芳香族ポリアミド樹脂が、テレフタル酸を主成分とするジカルボン酸成分を含むとと
もに、炭素数が４～１５である脂肪族ジアミンを主成分とするジアミン成分を含むことを
特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の離型シート。
【請求項５】
　半芳香族ポリアミド樹脂がナイロン９Ｔまたはナイロン１０Ｔであることを特徴とする
請求項４記載の離型シート。
【請求項６】
　樹脂層が、さらにポリビニルアルコールを含有することを特徴とする請求項１～５のい
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ずれかに記載の離型シート。
【請求項７】
　酸変性ポリオレフィン樹脂１００質量部に対して、ポリビニルアルコールの含有量が５
質量部以上であることを特徴とする請求項６記載の離型シート。
【請求項８】
　ポリビニルアルコールのケン化度が９９％以下であることを特徴とする請求項６または
７記載の離型シート。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は半芳香族ポリアミド樹脂フィルムと樹脂層からなり、高温に晒されても離型性
に優れる離型シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　離型シートは、工業分野に広く使用され、その具体的用途として、プリント配線板、フ
レキシブルプリント配線板、多層プリント配線板などの製造のための工程材料や、粘着材
料、液晶ディスプレー用部品などの保護材料や、イオン交換膜、セラミックグリーンシー
トなどのシート状構造体の成形材料などを挙げることができる。
【０００３】
　近年、上記配線板や部品は、小型化、軽量化に伴い、製造時の高温加工工程が増えてき
ている。これに伴い、前記工程材料や保護材料においても、部品等に貼りついた状態で、
高温加工の工程を経て、その後離型する場合がある。また、粘着材料の保護フィルムとし
て、５０℃程度の高温環境下で長期間保管後、離型する場合もある。
【０００４】
　例えば特許文献１に開示されている離型フィルムは、ポリエチレンテレフタレートフィ
ルムを基材とするものであり、リフローはんだ工程等の２００℃を超えるような加工工程
では、基材の耐熱性が不十分であり、用いることができなかった。
【０００５】
　特許文献２には、耐熱性を有するポリイミドフィルムを基材とする耐熱離型フィルムが
開示されている。ポリイミドフィルムは、高分子フィルムの中でも高い耐熱性を有してお
り、高温加工しても離型シートの基材として用いることができるが、高価であるという問
題がある。また、特許文献２の離型フィルムは、離型層がシリコーン化合物を含有してい
るので、高温域で使用した場合、シリコーン化合物が分解し低分子量シリコーンが被着体
に移行し、粘着材料のような被着体では、離型後の粘着性（残存接着率）が低下すること
から、粘着材料の離型フィルムとしては不向きであった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】国際公開第２００９／０２５０６３号
【特許文献２】特開２０１４－０９１７６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の課題は、かかる問題を解消し、基材フィルムがポリイミドフィルムに代わる安
価なフィルムであり、リフローはんだ工程などの２００℃を超える高温域工程での使用に
おいても、離型性能が良好であり、また、粘着材料の保護フィルムとして５０℃程度の高
温環境で長期間保管した場合であっても、離型性が低下せずに離型でき、離型後の被着体
表面を汚染することがない離型シートを提供することにある。
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【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、上記課題を解決するために検討を行なった結果、半芳香族ポリアミド樹
脂フィルム上に、特定組成の酸変性ポリオレフィン樹脂と架橋剤を含有する樹脂層を設け
ることによって、上記課題が解決できることを見出し、本発明に到達した。
【０００９】
　すなわち、本発明の要旨は下記のとおりである。
（１）半芳香族ポリアミド樹脂フィルム上に樹脂層が設けられた離型シートであって、樹
脂層が、酸変性成分の割合が２～６質量％である酸変性ポリオレフィン樹脂と、架橋剤と
を含有することを特徴とする離型シート。
（２）酸変性ポリオレフィン樹脂１００質量部に対して、架橋剤の含有量が１～５０質量
部であることを特徴とする（１）記載の離型シート。
（３）架橋剤がカルボジイミド基含有化合物および／またはオキサゾリン基含有化合物で
あることを特徴とする（１）または（２）記載の離型シート。
（４）半芳香族ポリアミド樹脂が、テレフタル酸を主成分とするジカルボン酸成分を含む
とともに、炭素数が４～１５である脂肪族ジアミンを主成分とするジアミン成分を含むこ
とを特徴とする（１）～（３）のいずれかに記載の離型シート。
（５）半芳香族ポリアミド樹脂がナイロン９Ｔまたはナイロン１０Ｔであることを特徴と
する（４）記載の離型シート。
（６）樹脂層が、さらにポリビニルアルコールを含有することを特徴とする（１）～（５
）のいずれかに記載の離型シート。
（７）酸変性ポリオレフィン樹脂１００質量部に対して、ポリビニルアルコールの含有量
が５質量部以上であることを特徴とする（６）記載の離型シート。
（８）ポリビニルアルコールのケン化度が９９％以下であることを特徴とする（６）また
は（７）記載の離型シート。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の離型シートは、基材フィルムが安価であり、２００℃を超えるような高温域で
使用しても良好な離型性を有し、５０℃程度の高温環境下で長期間保管した場合でも離型
性が良好であり、離型後の被着体表面を汚染することがないため、被着体として貼り付け
た粘着材料は、離型後の残存接着率が高いものである。さらに、本発明の離型シートは、
フッ素などハロゲン元素を含む離型剤を用いないため、廃棄時の環境への負荷も少ない。
　本発明の離型シートは、プリント配線板などを製造におけるリフローはんだ工程のよう
な高温域工程で使用する離型シートとして好適である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　本発明の離型シートは、酸変性ポリオレフィン樹脂と架橋剤を含有する樹脂層が、半芳
香族ポリアミド樹脂フィルム上に設けられたものである。
【００１２】
　本発明の離型シートは、基材として半芳香族ポリアミド樹脂フィルムを使用する。この
フィルムを構成する半芳香族ポリアミド樹脂は、ジカルボン酸成分とジアミン成分から構
成され、ジカルボン酸成分またはジアミン成分中に芳香族成分を有するものであり、芳香
族ジカルボン酸成分と脂肪族ジアミン成分とから構成されることが好ましい。
【００１３】
　芳香族ジカルボン酸成分は、テレフタル酸を主成分とすることが好ましく、６０モル％
以上含有することがより好ましく、７０モル％以上含有することがさらに好ましく、８５
モル％以上含有することが特に好ましい。テレフタル酸の含有量が６０モル％未満の場合
には、得られるフィルムの耐熱性、低吸水性が低下する。
　テレフタル酸以外の芳香族ジカルボン酸成分としては、例えば、イソフタル酸、ナフタ
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レンジカルボン酸（１，２－体、１，３－体、１，４－体、１，５－体、１，６－体、１
，７－体、１，８－体、２，３－体、２，６－体、２，７－体）が挙げられる。
　芳香族ジカルボン酸成分には、本発明の効果を損なわない範囲で、他のジカルボン酸が
含まれてもよい。他のジカルボン酸としては、例えば、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、
グルタル酸、アジピン酸、セバシン酸、ドデカン二酸、テトラデカン二酸、オクタデカン
二酸などの脂肪族ジカルボン酸が挙げられる。
【００１４】
　脂肪族ジアミン成分は、炭素数４～１５の脂肪族ジアミンを主成分として含むことが好
ましく、炭素数６～１２の脂肪族ジアミンを主成分として含むことがより好ましく、炭素
数９～１２の脂肪族ジアミンを主成分として含むことがさらに好ましく、炭素数９～１０
の脂肪族ジアミンを主成分として含むことが特に好ましい。
　脂肪族ジアミン成分は、炭素数４～１５の脂肪族ジアミンを６０モル％以上含有するこ
とが好ましく、７５モル％以上含有することがより好ましく、９０モル％以上含有するこ
とがさらに好ましい。炭素数４～１５の脂肪族ジアミンの含有量を６０モル％以上とする
ことで、得られるフィルムは、耐熱性と生産性を両立させることができる。炭素数４～１
５の脂肪族ジアミンは１種を単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。なお、
２種以上を併用する場合、含有量はそれらの合計とする。
【００１５】
　炭素数が４～１５の脂肪族ジアミンとしては、１，４－ブタンジアミン、１，５－ペン
タンジアミン、１，６－ヘキサンジアミン、１，７－ヘプタンジアミン、１，８－オクタ
ンジアミン、１，９－ノナンジアミン、１，１０－デカンジアミン、１，１１－ウンデカ
ンジアミン、１，１２－ドデカンジアミン、１，１３－トリデカンジアミン、１，１４－
テトラデカンジアミン、１，１５－ペンタデカンジアミン等の直鎖状脂肪族ジアミン、２
－メチル－１，８－オクタンジアミン、４－メチル－１，８－オクタンジアミン、５－メ
チル－１，９－ノナンジアミン、２，２，４－／２，４，４－トリメチルヘキサメチレン
ジアミン、２－メチル－１，５－ペンタンジアミン、２－メチル－１，６－ヘキサンジア
ミン、２－メチル－１，７－ヘプタンジアミンなどの分岐鎖状脂肪族ジアミンが挙げられ
る。
【００１６】
　脂肪族ジアミン成分には、本発明の効果を損なわない範囲で、他のジアミンが含まれて
もよい。他のジアミンとしては、例えば、イソホロンジアミン、ノルボルナンジメチルア
ミン、トリシクロデカンジメチルアミンなどの脂環式ジアミン、メタキシリレンジアミン
、パラキシリレンジアミン、メタフェニレンジアミン、パラフェニレンジアミンなどの芳
香族ジアミンが挙げられる。
【００１７】
　半芳香族ポリアミド樹脂は、本発明の効果を損なわない範囲で、ε－カプロラクタム、
ζ－エナントラクタム、η－カプリルラクタム、ω－ラウロラクタムなどのラクタム類が
共重合されてもよい。
【００１８】
　半芳香族ポリアミド樹脂の具体例としては、ナイロン４Ｔ、ナイロン６Ｔ、ナイロン９
Ｔ、ナイロン１０Ｔ、ナイロン１１Ｔ、ナイロン１２Ｔ、ナイロン６Ｉ、ナイロン６／６
Ｔ、ナイロン６／６Ｉ、ナイロン６／６Ｔ／６Ｉなどが挙げられる。ここで、Ｔはテレフ
タル酸を示し、Ｉはイソフタル酸を示す。なかでも、酸変性成分との密着性の観点でナイ
ロン９Ｔ、ナイロン１０Ｔが好ましい。
【００１９】
　半芳香族ポリアミド樹脂は、重合触媒や末端封止剤が含まれてもよい。末端封止剤とし
ては、例えば、酢酸、ラウリン酸、安息香酸、オクチルアミン、シクロヘキシルアミン、
アニリンが挙げられる。また、重合触媒としては、例えば、リン酸、亜リン酸、次亜リン
酸、またはそれらの塩等が挙げられる。
【００２０】
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　半芳香族ポリアミド樹脂の融点（Ｔｍ）は、２６０℃以上であることが好ましく、２７
０～３５０℃であることがより好ましい。半芳香族ポリアミド樹脂のＴｍがこの範囲であ
ると得られる半芳香族ポリアミド樹脂フィルムは、熱分解（熱劣化）が抑制され、かつ得
られる離型シートは、プリント基板の工程材料として用いた際のリフローはんだ加工工程
後でも容易に離型することができる。半芳香族ポリアミド樹脂の融点は、原料および組成
を選択することによって上記範囲に調節することができる。
【００２１】
　半芳香族ポリアミド樹脂の極限粘度は、０．８～２．０ｄＬ／ｇであることが好ましく
、０．９～１．８ｄＬ／ｇであることがより好ましい。半芳香族ポリアミド樹脂は、極限
粘度が０．８ｄＬ／ｇ以上であると、機械的強度に優れたフィルムを作製することができ
るが、２．０ｄＬ／ｇを超えると、フィルムを生産することが困難となる場合がある。
【００２２】
　半芳香族ポリアミド樹脂は、結晶性ポリアミドを製造する方法として知られている任意
の方法を用いて製造することができる。例えば、酸クロライドとジアミン成分とを原料と
する溶液重合法または界面重合法（Ａ法）、あるいはジカルボン酸成分とジアミン成分と
を原料として低重合物を作製し、該低重合物を溶融重合または固相重合により高分子量化
する方法（Ｂ法）、ジカルボン酸成分とジアミン成分とを原料として塩および低重合物の
破砕混合物を生成しこれを固相重合する方法（Ｃ法）、ジカルボン酸成分とジアミン成分
とを原料として塩を生成しこれを固相重合する方法（Ｄ法）などが挙げられる。中でも、
Ｃ法およびＤ法が好ましく、Ｄ法がより好ましい。Ｃ法およびＤ法は、Ｂ法に比べて、塩
および低重合物の破砕混合物や塩を低温で生成することができ、また、塩および低重合物
の破砕混合物や、塩の生成時に多量の水を必要としない。そのため、ゲル状体の発生を低
減でき、フィッシュアイを低減することができる。
【００２３】
　Ｂ法では、例えば、ジアミン成分、ジカルボン酸成分および重合触媒を一括で混合する
ことで調製されたナイロン塩を、２００～２５０℃の温度で加熱重合することで、低重合
物を得ることができる。低重合物の極限粘度は、０．１～０．６ｄＬ／ｇであることが好
ましい。低重合物の極限粘度をこの範囲とすることで、続く固相重合や溶融重合において
、ジカルボン酸成分におけるカルボキシル基とジアミン成分におけるアミノ基のモルバラ
ンスの崩れを生じさせず、重合速度を速くすることができるという利点がある。低重合物
の極限粘度が０．１ｄＬ／ｇ未満であると、重合時間が長くなり、生産性に劣る場合があ
る。一方、０．６ｄＬ／ｇを超えると、得られる半芳香族ポリアミド樹脂が着色してしま
う場合がある。
　低重合物の固相重合は、好ましくは、減圧下または不活性ガス流通下でおこなわれる。
また、固相重合の温度は２００～２８０℃であることが好ましい。固相重合の温度をこの
範囲とすることで、得られる半芳香族ポリアミド樹脂の着色やゲル化を抑制することがで
きる。固相重合の温度が２００℃未満であると、重合時間が長くなるため生産性に劣る場
合がある。一方、２８０℃を超えると、得られる半芳香族ポリアミド樹脂において、着色
やゲル化が発現する場合がある。
　低重合物の溶融重合は、好ましくは、３５０℃以下の温度で行われる。重合温度が３５
０℃を超えると、半芳香族ポリアミド樹脂の分解や熱劣化が促進される場合がある。その
ため、このような半芳香族ポリアミド樹脂から得られたフィルムは、強度や外観に劣るこ
とがある。なお、上記の溶融重合には、溶融押出機を用いた溶融重合も含まれる。
【００２４】
　Ｃ法では、例えば、溶融状態の脂肪族ジアミンと固体の芳香族ジカルボン酸とからなる
懸濁液を攪拌混合し、混合液を得る。そして、この混合液において、最終的に生成する半
芳香族ポリアミド樹脂の融点未満の温度で、芳香族ジカルボン酸と脂肪族ジアミンの反応
による塩の生成反応と、生成した塩の重合による低重合物の生成反応とをおこない、塩お
よび低重合物の混合物を得る。この場合、反応をさせながら破砕をおこなってもよいし、
反応後に一旦取り出してから破砕をおこなってもよい。そして、得られた反応生成物を、
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最終的に生成する半芳香族ポリアミド樹脂の融点未満の温度で固相重合し、所定の分子量
まで高分子量化させ、半芳香族ポリアミド樹脂を得る。固相重合は、重合温度１８０～２
７０℃、反応時間０．５～１０時間で、窒素等の不活性ガス気流中でおこなうことが好ま
しい。
【００２５】
　Ｄ法では、例えば、芳香族ジカルボン酸粉末を、予め脂肪族ジアミンの融点以上、かつ
芳香族ジカルボン酸の融点以下の温度に加熱し、この温度の芳香族ジカルボン酸粉末に、
芳香族ジカルボン酸の粉末の状態を保つように、実質的に水を含有させずに、脂肪族ジア
ミンを添加して塩を作製する。そして、得られた塩を最終的に生成する半芳香族ポリアミ
ド樹脂の融点未満の温度で固相重合し、所定の分子量まで高分子量化させ、半芳香族ポリ
アミド樹脂を得る。固相重合は、重合温度１８０～２７０℃、反応時間０．５～１０時間
で、窒素等の不活性ガス気流中でおこなうことが好ましい。
【００２６】
　半芳香族ポリアミド樹脂として、市販品を好適に使用することができる。このような市
販品としては、例えば、クラレ社製の「ジェネスタ（登録商標）」、ユニチカ社製「ゼコ
ット（登録商標）」、三菱エンジニアリングプラスチック社製「レニー（登録商標）」、
三井化学社製「アーレン（登録商標）」、ＢＡＳＦ社製「ウルトラミッド（登録商標）」
、アルケマ社製「リルサンＨＴ（登録商標）」などが挙げられる。
【００２７】
　本発明において、半芳香族ポリアミド樹脂フィルムは、上記半芳香族ポリアミド樹脂か
ら構成されるものであり、その諸特性をより向上させるために、フィルムとしての諸特性
を犠牲にしない範囲内で、必要に応じて、滑剤、チタンなどの顔料、染料などの着色剤、
着色防止剤、熱安定剤、ヒンダードフェノール、リン酸エステルや亜リン酸エステルなど
の酸化防止剤、ベンゾトリアゾール系化合物などの耐候性改良剤、臭素系やリン系の難燃
剤、可塑剤、離型剤、タルクなどの強化剤、改質剤、帯電防止剤、紫外線吸収剤、防曇剤
、各種ポリマー樹脂等の添加剤を含有してもよい。
　滑り性を良好なものとする滑剤用の微粒子としては、たとえばシリカ、アルミナ、二酸
化チタン、炭酸カルシウム、カオリン、硫酸バリウム等の無機系粒子を挙げることができ
る。また、有機系微粒子として、たとえばアクリル系樹脂粒子、メラミン樹脂粒子、シリ
コーン樹脂粒子、架橋ポリスチレン粒子などを挙げることができる。微粒子の平均粒径は
、０．０５～５．０μｍの範囲内で、摩擦特性、光学特性、その他のフィルムに対する要
求特性に応じて選択することができる。
【００２８】
　上記添加剤を半芳香族ポリアミド樹脂フィルムに含有させる方法として、各種の方法を
用いることができる。その代表的な方法として、下記のような方法を挙げることができる
。
（ア）半芳香族ポリアミド樹脂の重合時に添加する方法
（イ）半芳香族ポリアミド樹脂に直接添加し、溶融混練したペレットを準備するマスター
バッチ法
（ウ）フィルム製膜時に半芳香族ポリアミド樹脂に直接添加し、押出機で溶融混練する方
法
（エ）フィルム製膜時に押出機に直接添加し、溶融混練する方法
【００２９】
　半芳香族ポリアミド樹脂フィルムの原料は、バージン原料同士を混合したものでもよく
、また、半芳香族ポリアミド樹脂フィルムを製造する際に生成する規格外のフィルムや、
耳トリムとして発生するスクラップ混合物や、該スクラップ混合物にバージン原料を加え
て調製したものでもよい。これらの混合は、公知の装置でドライブレンドする方法、一軸
または二軸の押出機を用いて溶融混練し混合する練り込み法等の公知の方法で行うことが
できる。
【００３０】
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　半芳香族ポリアミド樹脂フィルムの表面は、樹脂層との接着性を良好にするために、コ
ロナ処理、プラズマ処理、酸処理、火炎処理等を施してもよい。
【００３１】
　次に樹脂層について説明する。
　半芳香族ポリアミド樹脂フィルム上に設けられる樹脂層は、酸変性ポリオレフィン樹脂
と架橋剤とを含有する。
　酸変性ポリオレフィン樹脂は、酸変性成分の割合が、２～６質量％であることが必要で
あり、２～５質量％であることが好ましい。酸変性成分の割合が２質量％未満の場合は、
樹脂層に含まれる酸変性ポリオレフィン樹脂中の極性基の割合が少なくなるため、半芳香
族ポリアミド樹脂フィルム基材との十分な密着性が得られず、被着体との離型性が劣るだ
けでなく、被着体を汚染する可能性がある。被着体が粘着材料の場合は残存接着率を低下
させる場合がある。一方、酸変性成分の割合が６質量％を超える場合は、樹脂層の耐熱性
が低下し、高温処理後の被着体との離型性が低下する傾向がある。
【００３２】
　酸変性ポリオレフィン樹脂を構成する酸変性成分としては、不飽和カルボン酸成分が挙
げられる。不飽和カルボン酸成分としては、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、無
水マレイン酸、イタコン酸、無水イタコン酸、フマル酸、クロトン酸等のほか、不飽和ジ
カルボン酸のハーフエステル、ハーフアミド等が挙げられる。中でも、樹脂の分散安定性
の面から、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、無水マレイン酸が好ましく、アクリ
ル酸、メタクリル酸、無水マレイン酸が特に好ましい。これらの酸変性成分は酸変性ポリ
オレフィン樹脂中に２種類以上含まれていてもよい。
【００３３】
　また、基材との密着性向上の観点で、酸変性ポリオレフィン樹脂は、側鎖に酸素原子を
含むエチレン性不飽和成分を含有していてもよい。側鎖に酸素原子を含むエチレン性不飽
和成分としては、（メタ）アクリル酸と炭素数１～３０のアルコールとのエステル化物が
挙げられ、中でも入手のし易さの点から、（メタ）アクリル酸と炭素数１～２０のアルコ
ールとのエステル化物が好ましい。そのような化合物の具体例としては、（メタ）アクリ
ル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル、（メタ）アクリ
ル酸ブチル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）アク
リル酸デシル、（メタ）アクリル酸ラウリル、（メタ）アクリル酸ドデシル、（メタ）ア
クリル酸ステアリル等が挙げられる。これらの混合物を用いてもよい。この中で、基材フ
ィルムとの接着性の点から、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（
メタ）アクリル酸ブチル、アクリル酸ヘキシル、アクリル酸オクチルがより好ましく、ア
クリル酸エチル、アクリル酸ブチルがさらに好ましく、アクリル酸エチルが特に好ましい
。「（メタ）アクリル酸～」とは、「アクリル酸～またはメタクリル酸～」を意味する。
【００３４】
　側鎖に酸素原子を含むエチレン性不飽和成分は、酸変性成分と同様、分子内に極性基を
有している。そのため側鎖に酸素原子を含むエチレン性不飽和成分を酸変性ポリオレフィ
ン樹脂中に含めることによって、基材との密着性が高くなる一方、側鎖に酸素原子を含む
エチレン性不飽和成分量が多すぎると、被着体との離型性が低下する可能性がある。酸変
性ポリオレフィン樹脂中に含まれる側鎖に酸素原子を含むエチレン性不飽和成分の割合は
、４０質量％以下であることが好ましく、３５質量％以下であることがより好ましく、３
０質量％以下であることがさらに好ましく、１８質量％以下であること特に好ましい。
【００３５】
　酸変性ポリオレフィン樹脂は、オレフィン成分を主成分とし、酸変性成分により変性さ
れた樹脂である。酸変性ポリオレフィン樹脂を構成するオレフィン成分としては、特に限
定されないが、エチレン、プロピレン、イソブチレン、２－ブテン、１－ブテン、１－ペ
ンテン、１－ヘキセン等の炭素数２～６のアルケンが好ましい。また、これらの混合物で
あってもよい。なかでも、エチレン、プロピレン、イソブチレン、１－ブテン等の炭素数
２～４のアルケンがより好ましく、エチレン、プロピレンがさらに好ましい。樹脂層の表
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面平滑性、アクリル系粘着材料との離型性の観点で、酸変性ポリオレフィン樹脂のオレフ
ィン成分はエチレンが最も好ましい。一方、エポキシプリプレグとの離型性の観点で、酸
変性ポリオレフィン樹脂のオレフィン成分はプロピレンが最も好ましい。特に２００℃以
上の高温域での離型性の観点で、プロピレン成分が酸変性ポリオレフィン樹脂の５０質量
％以上であることが好ましく、６０％以上がより好ましく、９０％以上がさらに好ましく
、９５質量％以上が特に好ましい。
【００３６】
　本発明に用いられる酸変性ポリオレフィン樹脂には、その他のモノマーが、少量、共重
合されていてもよい。例えば、ジエン類、（メタ）アクリロニトリル、ハロゲン化ビニル
類、ハロゲン化ビリニデン類、一酸化炭素、二酸化硫黄等が挙げられる。
【００３７】
　酸変性ポリオレフィン樹脂を構成する各成分は、酸変性ポリオレフィン樹脂中に共重合
されていればよく、その形態は限定されない。共重合の状態としては、例えば、ランダム
共重合、ブロック共重合、グラフト共重合（グラフト変性）などが挙げられる。
【００３８】
　本発明に用いることができる酸変性ポリオレフィン樹脂としては、アルケマ社製のボン
ダインシリーズ、三井・デュポンポリケミカル社製のニュクレルシリーズや、日本ポリエ
チレン社製のレクスパールシリーズ、三洋化成社製のユーメックスシリーズ、エボニック
社製のベストプラストシリーズ、ダウ・ケミカル社製のプリマコールシリーズ、三井化学
社製のアドマ―シリーズ、東洋紡社製のトーヨータックシリーズなどの商品が挙げられる
。
【００３９】
　樹脂層に含まれる架橋剤としては、自己架橋性を有する架橋剤、カルボキシル基と反応
する官能基を分子内に複数個有する化合物等を用いることができ、このうちイソシアネー
ト化合物、メラミン化合物、尿素化合物、エポキシ化合物、カルボジイミド基含有化合物
、オキサゾリン基含有化合物等が好ましく、特に、カルボジイミド基含有化合物、オキサ
ゾリン基含有化合物が効果的である。これらの架橋剤は組み合わせて使用してもよい。架
橋剤を含むことにより樹脂層の凝集力や耐水性などの各種性能をさらに向上させることが
できる。架橋剤の含有量は、酸変性ポリオレフィン樹脂１００質量部に対して１～５０質
量部であることが好ましく、２～４０質量部であることがより好ましく、２～３０質量部
であることがさらに好ましい。架橋剤の含有量が１質量部未満であると、樹脂層の凝集力
が弱くなり、樹脂層が被着体に移行しやすくなり、残存接着率が低下する傾向にあり、５
０質量部を超えると樹脂層と被着体との間で反応を生じ、離型性に乏しくなることがある
。
【００４０】
　カルボジイミド基含有化合物は、分子中に１つ以上のカルボジイミド基を有しているも
のであれば特に限定されるものではない。カルボジイミド基含有化合物は、１つのカルボ
ジイミド部分において、酸変性ポリオレフィン樹脂の酸変性部分における２つのカルボキ
シル基と反応し、架橋を達成する。カルボジイミド基含有化合物の具体例として、例えば
、ｐ－フェニレン－ビス（２，６－キシリルカルボジイミド）、テトラメチレン－ビス（
ｔ－ブチルカルボジイミド）、シクロヘキサン－１，４－ビス（メチレン－ｔ－ブチルカ
ルボジイミド）などのカルボジイミド基を有する化合物や、カルボジイミド基を有する重
合体であるポリカルボジイミドが挙げられる。これらの１種または２種以上を用いること
ができる。これらの中でも、取り扱いやすさから、ポリカルボジイミドが好ましい。
【００４１】
　ポリカルボジイミドの市販品としては、日清紡社製のカルボジライトシリーズが挙げら
れる。商品名を用いて説明すると、より具体的には、水溶性タイプの「ＳＶ－０２」、「
Ｖ－０２」、「Ｖ－０２－Ｌ２」、「Ｖ－０４」；エマルションタイプの「Ｅ－０１」、
「Ｅ－０２」；有機溶液タイプの「Ｖ－０１」、「Ｖ－０３」、「Ｖ－０７」、「Ｖ－０
９」；無溶剤タイプの「Ｖ－０５」が挙げられる。
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【００４２】
　オキサゾリン基含有化合物は、分子中にオキサゾリン基を２つ以上有しているものであ
れば、特に限定されるものではない。オキサゾリン基含有化合物は、２つのオキサゾリン
部分のそれぞれにおいて、酸変性ポリオレフィン樹脂の酸変性部分における１つのカルボ
キシル基とアミドエステルを形成し、架橋を達成する。オキサゾリン基含有化合物の具体
例として、例えば、２，２′－ビス（２－オキサゾリン）、２，２′－エチレン－ビス（
４，４′－ジメチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ｐ－フェニレン－ビス（２－オキ
サゾリン）、ビス（２－オキサゾリニルシクロヘキサン）スルフィドなどのオキサゾリン
基を有する化合物や、オキサゾリン基含有ポリマーが挙げられる。これらの１種または２
種以上を用いることができる。これらの中でも、取り扱いやすさからオキサゾリン基含有
ポリマーが好ましい。
【００４３】
　オキサゾリン基含有ポリマーの市販品としては、日本触媒社製のエポクロスシリーズが
挙げられる。商品名を用いて説明すると、より具体的には、水溶性タイプの「ＷＳ－５０
０」、「ＷＳ－７００」；エマルションタイプの「Ｋ－１０１０Ｅ」、「Ｋ－１０２０Ｅ
」、「Ｋ－１０３０Ｅ」、「Ｋ－２０１０Ｅ」、「Ｋ－２０２０Ｅ」、「Ｋ－２０３０Ｅ
」などが挙げられる。
【００４４】
　本発明において、樹脂層は、離型性向上の観点でポリビニルアルコールを含有している
ことが好ましい。ポリビニルアルコールは、特に限定されないが、ビニルエステルの重合
体を完全または部分ケン化したものなどが挙げられる。ポリビニルアルコールは、樹脂層
中に含有することによって、樹脂層と基材フィルムとの密着性を向上させ、また樹脂層と
被着体との離型性を向上させる効果を奏する。また、ポリビニルアルコールは、架橋剤と
併用することで、樹脂層の表面に微小突起を形成するため、樹脂層は、易滑性が著しく向
上する。本発明におけるポリビニルアルコールは、後述のように液状物として使用する場
合のために、水溶性を有していることが好ましい。
【００４５】
　ポリビニルアルコールは、樹脂層の表面平滑性、高温域での離型性の観点で、ケン化度
が９９％以下であることが好ましく、９８％以下であることがより好ましく、９５％以下
であることがさらに好ましい。
【００４６】
　ポリビニルアルコールの平均重合度は、特に限定されるものではなく、３００～５００
０の範囲が例示できるが、樹脂層を形成する塗布液の安定性向上の観点からは３００～２
０００が好ましい。
【００４７】
　市販のポリビニルアルコールとしては、日本酢ビ・ポバール社の「Ｊ－ポバール」の具
体的な商品名「ＪＣ－０５」、「ＪＴ－０５」、「ＪＰ－１５」、「ＶＣ－１０」、「Ａ
ＳＣ－０５Ｘ」、「ＵＭＲ－１０ＨＨ」；クラレ社の「クラレポバール」の具体的な商品
名「ＰＶＡ－１０３」、「ＰＶＡ－１０５」や、「エクセバール」の具体的な商品名「Ａ
Ｑ４１０４」、「ＨＲ３０１０」；電気化学工業社の「デンカポバール」の具体的な商品
名「ＰＣ－１０００」、「ＰＣ－２０００」などが挙げられる。
【００４８】
　ポリビニルアルコールを含有させる場合には、その含有量は、高温域での離型性の観点
から、酸変性ポリオレフィン樹脂１００質量部に対して５質量部以上であることが好まし
い。また、樹脂層形成用液状物の安定性を良好に保ち塗布斑を生じにくくするために、１
０００質量部以下であることが好ましい。ポリビニルアルコールの含有量の下限は、酸変
性ポリオレフィン樹脂１００質量部に対して１０質量部以上であることがより好ましく、
２０質量部以上であることがさらに好ましい。また、上限は、５００質量部以下がより好
ましく、３００質量部以下がさらに好ましい。
【００４９】
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　本発明において、樹脂層は、粗面化物質として無機粒子および／または有機粒子を含有
していてもよいが、必ずしも含んでいる必要はない。通常、フィルムに滑り性を付与する
ために、例えば、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、酸化カルシウム、酸化亜鉛、酸化
マグネシウム、酸化ケイ素、ケイ酸ソーダ、水酸化アルミニウム、酸化鉄、酸化ジルコニ
ウム、硫酸バリウム、酸化チタン、酸化錫、三酸化アンチモン、カーボンブラック、二硫
化モリブデン等の無機粒子や、アクリル系架橋重合体、スチレン系架橋重合体、シリコー
ン樹脂、フッ素樹脂、ベンゾグアナミン樹脂、フェノール樹脂、ナイロン樹脂、ポリエチ
レンワックス等の有機粒子等が添加されていることが多い。しかし、無機粒子の添加には
、水分散液中での粒子の凝集による粗大粒子の発生や、沈降、また、樹脂層表面からの粒
子の脱落などの問題を残している。無機粒子は、酸変性ポリオレフィン樹脂１００質量部
に対して０．５量部以下であることが好ましく、０．１質量部以下であることがより好ま
しく、含んでいないことが特に好ましい。一方、有機粒子の添加には、フィルムの滑り性
は著しく向上するが、基材ポリエステルと樹脂層の界面および樹脂層表面へブリードアウ
トして、樹脂層と基材との密着性が低下したり、剥離時の被着体が汚染されるという問題
がある。そのため、有機粒子は、酸変性ポリオレフィン樹脂１００質量部に対して０．５
質量部以下であることが好ましく、０．１質量部以下であることがより好ましく、含んで
いないことが特に好ましい。
【００５０】
　本発明において、樹脂層表面の表面粗さは特に限定されないが、算術平均高さＳａが０
．００１～０．１００μｍであることが好ましく、樹脂層表面の平坦性が要求される用途
ではＳａが０．００１～０．０５０μｍであることがより好ましく、０．００１～０．０
３０μｍであることがさらに好ましい。樹脂層の表面粗さが上記範囲であることにより、
離型フィルムを剥離した後の被着体表面に、凹凸形状を転写させることが少ない。
【００５１】
　本発明において、樹脂層の厚みは、０．０１～１μｍであることが好ましく、０．０３
～０．７μｍであることがより好ましく、０.０５～０．５μｍであることがさらに好ま
しい。樹脂層は、厚みが０．０１μｍ未満では十分な離型性が得られず、厚みが１μｍを
超えると、離型性は飽和状態で良化しないばかりか、被着体の残存接着率が低下する場合
がある。
【００５２】
　本発明において、樹脂層は、酸変性ポリオレフィン樹脂と架橋剤を液状媒体中に含有し
てなる液状物を、基材となる半芳香族ポリアミド樹脂フィルムに塗布したのち乾燥すると
いう製造方法によって、工業的に簡便に得ることができる。液状媒体は水性媒体であるこ
とが好ましい。
【００５３】
　本発明において、液状物を構成する水性媒体とは、水と両親媒性有機溶剤とを含み水の
含有量が２質量％以上である溶媒を意味し、水のみでもよい。両親媒性有機溶剤とは、２
０℃における有機溶剤に対する水の溶解性が５質量％以上である有機溶剤をいう（２０℃
における有機溶剤に対する水の溶解性については、例えば「溶剤ハンドブック」（講談社
サイエンティフィク、１９９０年第１０版）等の文献に記載されている）。具体的には、
メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプロパノール等のアルコール類、テト
ラヒドロフラン、１，４－ジオキサン等のエーテル類、アセトン、メチルエチルケトン等
のケトン類、酢酸メチル、酢酸－ｎ－プロピル、酢酸イソプロピル、プロピオン酸メチル
、プロピオン酸エチル、炭酸ジメチル等のエステル類、そのほか、アンモニア、ジエチル
アミン、トリエチルアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメ
チルエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルエタノールアミン、Ｎ－ジエタノールアミン等
の有機アミン化合物、２－ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドンなどのラクタム類等
を挙げることができる。
【００５４】
　液状物には、その性能が損なわれない範囲で、酸化防止剤、紫外線吸収剤、滑剤、着色
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剤などを添加することもできる。
【００５５】
　酸変性ポリオレフィン樹脂と架橋剤を含有する液状物は、例えば、酸変性ポリオレフィ
ン樹脂の液状物と、架橋剤またはその水性溶液とを混合して得ることができ、酸変性ポリ
オレフィン樹脂の液状物としては、水性分散体を用いることができる。水性分散化する方
法は、特に限定されないが、例えば、国際公開ＷＯ０２／０５５５９８号に記載された方
法が挙げられる。
【００５６】
　水性媒体中の酸変性ポリオレフィン樹脂の分散粒子径は、他の成分との混合時の安定性
および混合後の保存安定性の点から、数平均粒子径が１μｍ以下であることが好ましく、
０．８μｍ以下であることがより好ましい。このような粒径はＷＯ０２／０５５５９８号
に記載の製法により達成可能である。なお、酸変性ポリオレフィン樹脂の数平均粒子径は
動的光散乱法によって測定される。
【００５７】
　水性分散体の固形分含有率は、特に限定されるものではないが、水性分散体の粘性を適
度に保つためには、１～６０質量％が好ましく、５～３０質量％がより好ましい。
【００５８】
　水性分散体と架橋剤またはその水性溶液とを混合して得られる液状物の固形分含有率は
、積層条件、目的とする厚さや性能等により適宜選択でき、特に限定されるものではない
。しかし、液状物の粘性を適度に保ち、かつ、均一な樹脂層を形成させるためには、２～
３０質量％が好ましく、３～２０質量％がより好ましい。
【００５９】
　液状物を基材に塗布する方法としては、公知の方法、例えばグラビアロールコーティン
グ、リバースロールコーティング、ワイヤーバーコーティング、リップコーティング、エ
アナイフコーティング、カーテンフローコーティング、スプレーコーティング、浸漬コー
ティング、はけ塗り法等を挙げることができる。
【００６０】
　コーティングは、延伸後のフィルムに施すことも、延伸前のフィルムに施すことも可能
であり、あるいは延伸機の直前で塗布し、かつ延伸機の予熱区間で乾燥、皮膜形成させる
ことも可能である。
【００６１】
　次に、半芳香族ポリアミド樹脂フィルムの製造方法について説明する。
　半芳香族ポリアミド樹脂フィルムの製造においては、前記の半芳香族ポリアミド樹脂や
これに添加剤を配合したものを押出機で溶融押出し、ＴダイやＩダイなどのフラットダイ
から溶融ポリマーをシート状に吐出し、冷却ロールやスチールベルトなどの移動冷却体の
冷却面に接触させて冷却することにより未延伸シートを得る。
　この時、押出温度は半芳香族ポリアミド樹脂の融点（Ｔｍ）以上３７０℃以下であるこ
とが好ましい。押出温度が融点以下になると粘度が上昇して押し出しできなくなるおそれ
があり、３７０℃を超えると、半芳香族ポリアミド樹脂が分解してしまうおそれがある。
　移動冷却体の温度は４０～１２０℃であることが好ましく、４５～９０℃であることが
より好ましく、４５～６０℃であることがさらに好ましい。通常、ポリアミドは、結晶化
速度が速く、徐冷すると結晶が成長して延伸が困難になるため、冷却効率を高めることと
移動冷却体への水滴の結露を抑制することを両立させるため、室温近傍に急冷することが
常道である。
　移動冷却体の温度が１２０℃を超える場合は、溶融ポリマーは、移動冷却体上で適度な
硬さを発現するまでの時間が長くなって、未延伸シートが移動冷却体から外れにくくなる
。その結果、たとえば移動冷却体がロールである場合には、未延伸シートが破断してロー
ルヘの巻き付きが生じたり、破断しなくても未延伸シートがロールから外れるときの勢い
で脈打ちが生じたりする。また未延伸シート中に大きさのバラついた結晶が生成して、延
伸ムラが発生したり延伸が困難になったりする。
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　また、半芳香族ポリアミド樹脂は、４０℃未満の移動冷却体で急冷すると、それによっ
て、溶融ポリマーにおける移動冷却体（冷却ロール）に未だ接触していない部分が硬くな
り、その硬くなった部分は移動冷却体（冷却ロール）に密着しなくなる。結果として、未
延伸シートは、移動冷却体に密着する部分と密着しない部分が現れ、安定して操業できな
くなる。また、その後の延伸工程で破断、あるいは、不均一な延伸が起こる。これは、結
晶化速度が速いという樹脂特性に加えて、ガラス転移温度（Ｔｇ）が高く、さらに、低温
領域では弾性率が高く硬い樹脂特性が、移動冷却体との均一な密着を妨げ、局部的な冷却
速度ムラを生じていることが原因していると考えられる。
　溶融ポリマーを均一に冷却固化して未延伸シートを得るために、溶融ポリマーを移動冷
却体に密着させて冷却固化するための方法として、エアーナイフキャスト法、静電印加法
、バキュームチャンバ法等の方法を使用することができる。
【００６２】
　得られた未延伸シートは、通常、厚みが１０μｍ～３ｍｍ程度であり、そのままでも低
吸水性、耐薬品性等の優れた特性を有しているが、０．５μｍ～１．５ｍｍ程度の厚みま
で二軸延伸することにより、低吸水性、耐薬品性、耐熱性、力学強度がさらに向上する。
　二軸延伸方法として、フラット式逐次二軸延伸法、フラット式同時二軸延伸法、チュー
ブラ法等を用いることができる。なかでも、フィルム厚み精度が良く、フィルム巾方向の
物性が均一であることから、フラット式同時二軸延伸法が最適である。
　フラット式同時二軸延伸法のための延伸装置としては、スクリュー式テンター、パンタ
グラフ式テンター、リニアモーター駆動クリップ式テンターなどを用いることができる。
　延伸倍率は、最終的に得られる半芳香族ポリアミド樹脂フィルムの耐熱性や力学強度が
優れるために、縦方向（ＭＤ）および横方向（ＴＤ）にそれぞれ１．５～１０倍の範囲で
あることが好ましく、２～５倍であることがより好ましい。
　延伸速度は、ＭＤとＴＤの延伸歪み速度がいずれも４００％／ｍｉｎを超えることが好
ましく、８００～１２０００％／ｍｉｎであることがより好ましく、１２００～６０００
％／ｍｉｎであることがより好ましい。歪み速度が４００％／ｍｉｎ以下であると、延伸
の途中で結晶が成長して、フィルムが破断し、反対に歪み速度が速すぎると、未延伸シー
トは、変形に追随できなくなって破断する場合がある。
　延伸温度は、半芳香族ポリアミド樹脂のＴｇ以上であることが好ましく、Ｔｇを超えか
つ（Ｔｇ＋５０）℃以下であることがより好ましい。延伸温度がＴｇ未満の場合は、フィ
ルムの破断が生じやすく、安定した製造を行うことができず、反対に（Ｔｇ＋５０）℃を
超えると、延伸ムラが生じる場合がある。
【００６３】
　半芳香族ポリアミド樹脂フィルムは、上記のような延伸を行った後、延伸時に使用した
クリップでフィルムを把持したまま、必要に応じて熱固定処理を行うことが好ましい。好
ましい熱固定処理温度は、２５０～（Ｔｍ－５）℃であり、２８０～（Ｔｍ－１０）℃で
あることがより好ましい。熱固定処理温度が２５０℃未満である場合、延伸前に半芳香族
ポリアミド樹脂フィルム上に設けられた、酸変性オレフィン樹脂を含有する樹脂層は、硬
化反応が不十分となり、離型性が低下する。
　さらに、熱固定処理を行った後、フィルムは、クリップに把持されたまま、必要に応じ
て１～１０％の弛緩処理を行うことが好ましく、３～７％の弛緩処理を行うことがより好
ましい。フィルムは、弛緩処理を行うことで、十分な寸法安定性を得られるようになる。
【００６４】
　所望により熱固定処理や弛緩処理を行った後、冷却し、巻き取りロールに巻き取ること
で、半芳香族ポリアミド樹脂延伸フィルムロールが得られる。得られた半芳香族ポリアミ
ド樹脂延伸フィルムロールは、所望の巾にスリットすることができる。
【００６５】
　上記の方法で製造した半芳香族ポリアミド樹脂フィルムに樹脂層を積層する手法は特に
限定されず、上記液状物を半芳香族ポリアミド樹脂の未延伸シートに塗布し、液状物の塗
布された未延伸シートを乾燥、延伸および熱処理する工程を含むことが好ましい。このよ
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うに半芳香族ポリアミド樹脂フィルムの製造工程中に液状物を塗布することにより（イン
ラインコート）、半芳香族ポリアミド樹脂フィルム表面の配向結晶化の程度が小さい状態
で樹脂層を塗布することができるため、半芳香族ポリアミド樹脂フィルムと樹脂層の密着
力が向上する。また、半芳香族ポリアミド樹脂フィルムを緊張した状態で、樹脂層により
高温の熱処理ができることで、半芳香族ポリアミド樹脂フィルムの品位を低下させること
なく、樹脂層の離型性や被着体の残存接着力を向上させることができる。さらに、オフラ
インでの塗布に比べると、製造工程を簡略化することができるばかりか、樹脂層の薄膜化
により、コスト面でも有利である。
　なお、逐次二軸延伸法を採用する場合には、一軸方向に延伸された半芳香族ポリアミド
樹脂フィルムに前記液状物を塗布し、その後、半芳香族ポリアミド樹脂フィルムを前記方
向と直交する方向にさらに延伸することが、簡便さや操業上の理由から好ましい。
【００６６】
　本発明の離型シートは、樹脂層と、被着体としてのアクリル系粘着材料とを加熱圧着し
た後の、樹脂層とアクリル系粘着材料との間の剥離強度が２．５Ｎ／ｃｍ以下であること
が好ましく、より好ましくは１．８Ｎ／ｃｍ以下、さらに好ましくは１．６Ｎ／ｃｍ以下
である。
　離型シートとして用いるためには、上記粘着材料との剥離強度は実用的に２．５Ｎ／ｃ
ｍ以下であることが好ましい。
【００６７】
　本発明の離型シートは、硬化させた後のエポキシプリプレグと離型シート間の剥離強度
が、０．０１～１．５Ｎ／ｃｍであることが好ましい。より好ましくは０．０１～１．０
Ｎ／ｃｍであり、さらに好ましくは０．０２～０．８Ｎ／ｃｍであり、特に好ましくは０
．０５～０．５Ｎ／ｃｍである。剥離強度が０．０１Ｎ／ｃｍ以下の場合は、離型シート
と被着体との間の密着性が不十分であるために、保存や断裁、輸送の工程において、剥離
してしまう可能性がある。剥離強度が１．５Ｎ／ｃｍを超えると、剥離強度が大きすぎる
ために、離型シートとして使用することが難しくなる。前記したエポキシプリプレグとの
剥離強度は、エポキシプリプレグを一対の離型シートではさみ、１５ｋｇ／ｃｍ２の加圧
下において１５０℃または２３０℃で７０分間保持し、エポキシプリプレグを硬化させた
後に測定する。
【００６８】
　本発明の離型シートは、耐熱性を備えつつ、その樹脂層表面が様々な被着体に対する良
好な離型性を有していることから、樹脂層上に各種の被着体を積層することができる。具
体的には、粘着材料や液晶ディスプレー用部品などの保護材料、プリント配線板のプレス
工程材料やシート状構造体の成形工程材料として好適に使用できる。
【実施例】
【００６９】
　以下、実施例により、本発明を具体的に説明する。
　以下の実施例・比較例における各種物性の評価方法は、下記のとおりとした。なお、特
に記載がない限りは、いずれの測定も、温度２０℃、湿度６５％の環境下で行った。
【００７０】
＜評価方法＞
１．半芳香族ポリアミド樹脂の極限粘度［η］
　濃硫酸中、３０℃にて、０．０５、０．１、０．２、０．４ｇ／ｄｌの各濃度の試料の
固有粘度（ηinh）を以下の式から求め、これを濃度０に外挿した値を極限粘度［η］と
した。
ηinh＝［ｌｎ（ｔ１／ｔ０）］／ｃ
〔式中、ηinhは固有粘度（ｄｌ／ｇ）、ｔ０は溶媒の流下時間（秒）、ｔ１は試料溶液
の流下時間（秒）、ｃは溶液中の試料の濃度（ｇ／ｄｌ）を表す。〕
【００７１】
２．半芳香族ポリアミド樹脂の融点（Ｔｍ）、ガラス転移温度（Ｔｇ）
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　ＤＳＣ装置（パーキンエルマー社製　ＤＳＣ７）を用い、半芳香族ポリアミド樹脂を、
窒素雰囲気下で２０℃から３５０℃まで１０℃／分で昇温させ５分間保持した（１ｓｔ　
Ｓｃａｎ）後、３５０℃から２０℃まで１００℃／分で冷却して５分間保持した。さらに
２０℃から３５０℃まで１０℃／分で再昇温させた過程（２ｎｄ　Ｓｃａｎ）でのガラス
転移温度を、半芳香族ポリアミド樹脂のＴｇとした。同様に、２ｎｄ　Ｓｃａｎで観測さ
れる結晶融解ピークのピークトップ温度をＴｍとした。
【００７２】
３．液状物の固形分含有率
　液状物を適量秤量し、これを１５０℃で残存物（固形分）の質量が恒量に達するまで加
熱し、固形分含有率を求めた。
【００７３】
４．表面粗さＳａ（算術平均高さ）
　ＴＡＹＬＯＲ／Ｈｏｂｓｏｎ社製タリサーフＣＣＩ６０００を使用し、下記の条件で表
面粗さＳａ（算術平均高さ、μｍ）を１０箇所測定し、平均して求めた。
測定長：０．６６ｍｍ×０．６６ｍｍ
カットオフ：ロバストガウシアンフィルタ、０．２５ｍｍ
【００７４】
５．アクリル系粘着テープに対する剥離強度
　得られた離型シートの樹脂層側に、巾５０ｍｍ、長さ１５０ｍｍのアクリル系粘着テー
プ（日東電工社製Ｎｏ．３１Ｂ／アクリル系粘着剤）をゴムロールで圧着して試料とした
。試料を、金属板／ゴム板／試料／ゴム板／金属板の形で挟み、２ｋＰａ荷重、７０℃の
雰囲気で３０日間放置し、その後、常温に戻して剥離強度測定用試料を得た。剥離強度測
定用試料の、アクリル系粘着テープと離型シートとの剥離強度を、２５℃の恒温室で引張
試験機（インテスコ社製精密万能材料試験機２０２０型）にて測定した。剥離角度は１８
０°、剥離速度は３００ｍｍ／分とした。
【００７５】
６．残存接着率
　上記剥離強度試験により離型シート表面から剥離した巾５０ｍｍ、長さ１５０ｍｍのア
クリル系粘着テープ（日東電工社製Ｎｏ．３１Ｂ／アクリル系粘着剤）を二軸延伸ポリエ
ステル樹脂フィルム（ユニチカ社製「エンブレットＰＥＴ－１２」、厚さ１２μｍ）のコ
ロナ処理面に貼付し、２ｋＰａ荷重、室温で２０時間放置した。その後、アクリル系粘着
テープと二軸延伸ポリエステル樹脂フィルムとの剥離強度を、２５℃の恒温室で引張試験
機（インテスコ社製精密万能材料試験機２０２０型）にて測定した。剥離角度は１８０°
、剥離速度は３００ｍｍ／分とした。この測定により得られた剥離強度をＦ１とする。
　一方、二軸延伸ポリエステル樹脂フィルム（ユニチカ社製「エンブレットＰＥＴ－１２
」、厚さ１２μｍ）のコロナ処理面に、巾５０ｍｍ、長さ１５０ｍｍの未使用のアクリル
系粘着テープ（日東電工社製Ｎｏ．３１Ｂ／アクリル系粘着剤）を貼付し、２ｋＰａ荷重
、室温で２０時間放置した。その後、アクリル系粘着テープと、二軸延伸ポリエステル樹
脂フィルムとの剥離強度を、２５℃の恒温室で引張試験機（インテスコ社製精密万能材料
試験機２０２０型）にて測定（剥離角度は１８０°、剥離速度は３００ｍｍ／分）し、得
られた剥離強度をＦ２とした。
　得られた剥離強度Ｆ１、Ｆ２より下記式を用いて残存接着率を得た。
残存接着率（％）＝（Ｆ１／Ｆ２）×１００
　アクリル系粘着テープの粘着剤表面が離型シートにより汚染された場合、アクリル系粘
着テープの再粘着性が低下し、粘着テープとしての性能を損なう。すなわち、残存接着率
は高い方が好ましく、実用的には８５％以上であることが好ましい。
【００７６】
７．エポキシプリプレグに対する剥離強度
　６０ｍｍ×１００ｍｍの大きさのエポキシプリプレグ（住友ベークライト社製　ＥＩ－
６７６５）の両面を、得られた離型シートで挟み、１．０７ｋＰａ（８Ｔｏｒｒ）の真空
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プレス機中で、３０℃から１５０℃まで１５℃／ｍｉｎで昇温し、５ｋｇ／ｃｍ２の圧力
を１０分間かけた後、１５ｋｇ／ｃｍ２の圧力をかけながら、１５０℃で７０分間保持し
た。その後、室温まで冷却を行うことで、サンプルを得た。
　得られたサンプルの、硬化後のエポキシプリプレグと離型フィルムとの剥離強度を、２
５℃の恒温室で、引張試験機（インテスコ社製、精密万能材料試験機、２０２０型）にて
測定した。剥離角度は１８０°、剥離速度は３００ｍｍ／分とした。
　エポキシプリプレグに対する剥離強度は、実用的には１．５Ｎ／ｃｍ以下であることが
好ましく、１．０Ｎ／ｃｍ以下であることがより好ましい。
【００７７】
８．エポキシプリプレグに対する高温処理後の剥離強度
　６０ｍｍ×１００ｍｍの大きさのエポキシプリプレグ（住友ベークライト社製　ＥＩ－
６７６５）の両面を、得られた離型シートで挟み、１．０７ｋＰａ（８Ｔｏｒｒ）の真空
プレス機中で、３０℃から１５０℃まで１５℃／ｍｉｎで昇温し、１５０℃で２２分間保
持した後、さらに５℃／ｍｉｎで２３０℃まで昇温し、５ｋｇ／ｃｍ２の圧力を１０分間
かけた後、１５ｋｇ／ｃｍ２の圧力をかけながら、２３０℃で７０分間保持した。その後
、室温まで冷却を行うことで、サンプルを得た。
　得られたサンプルの、硬化後のエポキシプリプレグと離型フィルムとの剥離強度を、２
５℃の恒温室で、引張試験機（インテスコ社製、精密万能材料試験機、２０２０型）にて
測定した。剥離角度は１８０°、剥離速度は３００ｍｍ／分とした。
【００７８】
９．樹脂層と基材の密着性
　離型シートを７０℃で２０時間のエージング処理を行った後、常温まで冷却した。この
離型シートの樹脂層について、ＪＩＳ　Ｋ－５６００－５－６に準拠したクロスカット法
を行うことによって、樹脂層と基材フィルムとの密着性を評価した。なお、剥がれていな
い格子の目の割合が「１００／１００」の場合、全く剥がれがなく最も良い状態であり、
「０／１００」の場合、全てが剥がれ最も良くない状態を示す。上記割合が「１００／１
００」～「９０／１００」であるものを合格とし、割合は、「１００／１００」～「９５
／１００」であることが好ましく、「１００／１００」であることが最も好ましい。
【００７９】
　半芳香族ポリアミド樹脂は、以下の方法により製造した。
＜ナイロン９Ｔ＞
　テレフタル酸（ＴＡ）３２８９質量部、１，９－ノナンジアミン（ＮＤＡ）２５３３質
量部、２－メチル－１，８－オクタンジアミン（ＭＯＤＡ）６３３質量部、安息香酸（Ｂ
Ａ）４８．９質量部、次亜リン酸ナトリウム一水和物６．５質量部（前記のポリアミド原
料４者の合計に対して０．１質量％）および蒸留水２２００質量部を反応釜に入れ、窒素
置換した。これらの原料のモル比（ＴＡ／ＢＡ／ＮＤＡ／ＭＯＤＡ）は９９／２／８０／
２０である。
　反応釜の内容物を１００℃で３０分間攪拌した後、２時間かけて内部温度を２１０℃に
昇温した。この時、反応釜の内部は２．１２ＭＰａ（２２ｋｇ／ｃｍ２）まで昇圧した。
そのまま１時間反応を続けた後、２３０℃に昇温し、その後２時間、２３０℃に温度を保
ち、水蒸気を徐々に抜いて圧力を２．１２ＭＰａ（２２ｋｇ／ｃｍ２）に保ちながら反応
させた。次に、３０分かけて圧力を０．９８ＭＰａ（１０ｋｇ／ｃｍ２）まで下げ、さら
に１時間反応させて、プレポリマーを得た。これを１００℃の温度で減圧下で１２時間乾
燥した後、２ｍｍ以下の大きさまで粉砕した。
　次いで、粉砕したプレポリマーを、温度２３０℃、圧力１３．３Ｐａ（０．１ｍｍＨｇ
）の条件下で１０時間固相重合してポリマーを得た。これを二軸押出機（日本製鋼所社製
「ＴＥＸ４４Ｃ」）に供給し、シリンダー温度３２０℃の条件下で溶融混練して押し出し
、冷却、切断して、ナイロン９Ｔのペレットを製造した。
【００８０】
＜ナイロン１０Ｔ＞
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　テレフタル酸（ＴＡ）４８９質量部、１，１０－デカンジアミン（ＤＤＡ）５０７質量
部、安息香酸（ＢＡ）２．８質量部、次亜リン酸ナトリウム一水和物１．０質量部（前記
のポリアミド原料３者の合計に対して０．１質量％）および蒸留水１０００質量部を反応
釜に入れ、窒素置換した。これらの原料のモル比（ＴＡ／ＢＡ／ＤＤＡ）は９９／２／１
００である。
　反応釜の内容物を８０℃で０．５時間、毎分２８回転で撹拌した後、２３０℃に昇温し
た。その後、２３０℃で３時間加熱した。その後冷却し、反応生成物を取り出した。
　該反応生成物を粉砕した後、乾燥機中において、窒素気流下、２２０℃で５時間加熱し
、固相重合してポリマーを得た。これを二軸押出機（日本製鋼所社製「ＴＥＸ４４Ｃ」）
に供給し、シリンダー温度３２０℃の条件下で溶融混練して押し出し、冷却、切断して、
ナイロン１０Ｔのペレット状を製造した。
【００８１】
　製造された半芳香族ポリアミド樹脂の融点、ガラス転移温度、極限粘度を表１に示す。
【００８２】

【表１】

【００８３】
　樹脂層形成用液状物を調製するための酸変性ポリオレフィン樹脂水性分散体は、以下の
方法により製造した。
＜酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－１の水性分散体Ｏ－１の製造＞
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　ヒーター付きの密閉できる耐圧１リットル容ガラス容器を備えた撹拌機を用いて、６０
．０ｇの酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－１（アルケマ社製、ボンダインＬＸ－４１１０、
エチレン／アクリル酸エチル／無水マレイン酸＝９１．０／７．０／２．０（質量％）、
ＭＦＲ：５ｇ／１０分、融点：１０７℃、ビカット軟化点：８３℃）、９０．０ｇのイソ
プロパノール（ＩＰＡ）、３．０ｇのＮ，Ｎ－ジメチルエタノールアミン（ＤＭＥＡ、樹
脂中の無水マレイン酸単位のカルボキシル基に対して１．０倍当量）および１４７．０ｇ
の蒸留水をガラス容器内に仕込んだ。そして、撹拌翼の回転速度を３００ｒｐｍとし、系
内温度を１４０～１４５℃に保って、６０分間撹拌した。その後、水浴につけて、回転速
度３００ｒｐｍのまま撹拌しつつ室温（約２５℃）まで冷却した。その後、水性媒体から
有機溶剤を除去するために、ロータリーエバポレーターを用い、水を添加しながら、浴温
８０℃で水性媒体の一部を留去した。その後、空冷にて室温（２５℃）まで冷却したあと
、３００メッシュのステンレス製フィルター（線径０．０３５ｍｍ、平織）で加圧濾過（
空気圧０．２ＭＰａ）した。これによって、乳白色の均一な酸変性ポリオレフィン樹脂水
性分散体Ｏ－１（固形分濃度：２０質量％、ＩＰＡ：０質量％、ＤＭＥＡ：０．９質量％
）を得た。数平均粒子径は８０ｎｍであった。
【００８４】
＜酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－２、Ｐ－５の水性分散体Ｏ－２、Ｏ－５の製造＞
　撹拌機とヒーターを備えた２リットル容ガラス容器に、酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－
２として、エチレン－メタクリル酸共重合体（三井・デュポンポリケミカル社製、ＡＮ４
２１１５Ｃ、エチレン／メタクリル酸＝９５．０／５．０（質量％））、または、酸変性
ポリオレフィン樹脂Ｐ－５として、エチレン－メタクリル酸共重合体（三井・デュポンポ
リケミカル社製、Ｎ０９０３ＨＣ、エチレン／メタクリル酸＝９１．０／９．０（質量％
））を７５ｇ、ｎ－プロパノールを１７５ｇ、ＤＭＥＡを２０ｇ、蒸留水を２３０ｇ仕込
んだ。撹拌翼の回転速度を３００ｒｐｍとして撹拌したところ、容器底部には樹脂粒状物
の沈澱は認められず、浮遊状態となっていることが確認された。そこでこの状態を保ちつ
つ、１０分後にヒーターの電源を入れ加熱した。そして系内温度を１５０℃に保ってさら
に１２０分間撹拌し分散化させた。その後、回転速度３００ｒｐｍのまま攪拌しつつ約８
０℃まで冷却したところで、水を２００ｇ追加した後、系内を徐々に減圧して、ｎ－プロ
パノールと水を除去した。ｎ－プロパノールと水を３５０ｇ以上除去した後、系内温度が
３５℃になったところで、水を添加して水性分散体中の酸変性ポリオレフィン樹脂の濃度
が２０質量％となるように調整し、１８０メッシュのステンレス製フィルターで加圧濾過
して、それぞれ、乳白色の均一な酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－２の水性分散体Ｏ－２と
酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－５の水性分散体О－５を得た。
【００８５】
＜酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－３の水性分散体Ｏ－３の製造＞
　プロピレン－ブテン－エチレン三元共重合体（エボニック社製ベストプラスト７０８、
プロピレン／ブテン／エチレン＝６４．８／２３．９／１１．３（質量％））２８０ｇを
、４つ口フラスコ中、窒素雰囲気下で加熱溶融させた後、系内温度を１７０℃に保って攪
拌下、不飽和カルボン酸として無水マレイン酸２５．０ｇとラジカル発生剤としてジクミ
ルパーオキサイド６．０ｇをそれぞれ１時間かけて加え、その後１時間反応させた。反応
終了後、得られた反応生成物を多量のアセトン中に投入し、樹脂を析出させた。この樹脂
をさらにアセトンで数回洗浄し、未反応の無水マレイン酸を除去した後、減圧乾燥機中で
減圧乾燥して、酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－３（プロピレン／ブテン／エチレン／無水
マレイン酸＝６１．６／２２．７／１０．７／５．０（質量％）、ＭＦＲ：５０ｇ／１０
分、融点：１３５℃）を得た。
　ヒーター付きの密閉できる耐圧１リットル容ガラス容器を備えた攪拌機を用いて、この
酸変性ポリオレフィン樹脂６０．０ｇと、４５．０ｇのエチレングリコール－ｎ－ブチル
エーテル（Ｂｕ－ＥＧ）と、６．９ｇのＤＭＥＡ（樹脂中の無水マレイン酸単位のカルボ
キシル基に対して１．０倍当量）と、１８８．１ｇの蒸留水とを上記のガラス容器内に仕
込み、攪拌翼の回転速度を３００ｒｐｍとして攪拌した。そうしたところ、容器底部には
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樹脂の沈澱は認められず、浮遊状態となっていることが確認された。そこでこの状態を保
ちつつ、１０分後にヒーターの電源を入れ加熱した。そして系内温度を１４０℃に保って
さらに６０分間攪拌した。その後、空冷にて、回転速度３００ｒｐｍのまま攪拌しつつ室
温（約２５℃）まで冷却した。その後、水性媒体から有機溶剤を除去するために、ロータ
リーエバポレーターを用い、水を添加しながら、浴温８０℃で水性媒体の一部を留去した
。その後、空冷にて室温（２５℃）まで冷却したあと、３００メッシュのステンレス製フ
ィルター（線径０．０３５ｍｍ、平織）で加圧濾過（空気圧０．２ＭＰａ）することで、
乳白色の均一な酸変性ポリオレフィン樹脂水性分散体Ｏ－３（固形分濃度：２０質量％、
Ｂｕ－ＥＧ：０質量％、ＤＭＥＡ：１．０質量％）を得た。数平均粒子径は１００ｎｍで
あった。なお、フィルター上には残存樹脂は殆どなかった。
【００８６】
＜酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－４の水性分散体Ｏ－４の製造＞
　酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－４として、プロピレン－無水マレイン酸共重合体（三洋
化成社製、ユーメックス１００１、プロピレン／無水マレイン酸＝９７．５／２．５（質
量％））を用いて、下記の方法により水性分散体を製造した。
　撹拌機とヒーターを備えた２リットル容ガラス容器に、酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－
４を７５ｇ、テトラヒドロフランを２００ｇ、ＤＭＥＡを８ｇ、蒸留水を２１７ｇ仕込ん
だ。撹拌翼の回転速度を３００ｒｐｍとして撹拌したところ、容器底部には樹脂粒状物の
沈澱は認められず、浮遊状態となっていることが確認された。そこでこの状態を保ちつつ
、１０分後にヒーターの電源を入れ加熱した。そして系内温度を１３０℃に保ってさらに
１２０分間撹拌し分散化させた。その後、回転速度３００ｒｐｍのまま攪拌しつつ約８０
℃まで冷却したところで、系内を徐々に減圧して、テトラヒドロフランと水を除去した。
テトラヒドロフランと水を２８０ｇ以上除去した後、系内温度が３５℃になったところで
、水を添加して水性分散体中の酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－４の濃度を２０質量％とな
るように調整し、１８０メッシュのステンレス製フィルターで加圧濾過して、白色の均一
な酸変性ポリオレフィン樹脂水性分散体Ｏ－４を得た。
【００８７】
＜酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－６の水性分散体Ｏ－６＞
　撹拌機とヒーターを備えた１リットル容ガラス容器に、酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－
６として、エチレン－メタクリル酸共重合体（三井・デュポンポリケミカル社製、Ｎ１５
６０、エチレン／メタクリル酸＝８５．０／１５．０（質量％））を７５ｇ、ＩＰＡを５
０ｇ、ＤＭＥＡを７ｇ、蒸留水を３６８ｇ仕込んだ。撹拌翼の回転速度を３００ｒｐｍと
して撹拌したところ、容器底部には樹脂粒状物の沈澱は認められず、浮遊状態となってい
ることが確認された。そこでこの状態を保ちつつ、１０分後にヒーターの電源を入れ加熱
した。そして系内温度を１３０℃に保ってさらに１２０分間撹拌し分散化させた。その後
、回転速度３００ｒｐｍのまま攪拌しつつ約８０℃まで冷却したところで、系内を徐々に
減圧して、ＩＰＡと水を除去した。ＩＰＡと水を１３０ｇ以上除去した後、系内温度が３
５℃になったところで、水を添加して水性分散体中の酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－６の
濃度が２０質量％となるように調整し、１８０メッシュのステンレス製フィルターで加圧
濾過して、乳白色の均一な酸変性ポリオレフィン樹脂水性分散体Ｏ－６を得た。
【００８８】
＜酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－７の水性分散体Ｏ－７＞
　プロピレン－ブテン－エチレン三元共重合体（ヒュルスジャパン社製ベストプラスト７
０８、プロピレン／ブテン／エチレン＝６４．８／２３．９／１１．３（質量％））２８
０ｇを、４つ口フラスコ中、窒素雰囲気下で加熱溶融させた後、系内温度を１７０℃に保
って攪拌下、不飽和カルボン酸として無水マレイン酸１０．０ｇとラジカル発生剤として
ジクミルパーオキサイド８．０ｇをそれぞれ１時間かけて加え、その後１時間反応させた
。反応終了後、得られた反応生成物を多量のアセトン中に投入し、樹脂を析出させた。こ
の樹脂をさらにアセトンで数回洗浄し、未反応の無水マレイン酸を除去した後、減圧乾燥
機中で減圧乾燥して、酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－７（プロピレン／ブテン／エチレン
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／無水マレイン酸＝６３．６／２３．５／１１．１／１．８（質量％）、ＭＦＲ：９０ｇ
／１０分、融点：１３５℃）を得た。
　ヒーター付きの密閉できる耐圧１リットル容ガラス容器を備えた攪拌機を用いて、この
酸変性ポリオレフィン樹脂６０．０ｇと、４５．０ｇのＢｕ－ＥＧと、２．０ｇのＤＭＥ
Ａ（樹脂中の無水マレイン酸単位のカルボキシル基に対して１．０倍当量）と、１９３．
０ｇの蒸留水とを上記のガラス容器内に仕込み、攪拌翼の回転速度を３００ｒｐｍとして
攪拌した。そうしたところ、容器底部には樹脂の沈澱は認められず、浮遊状態となってい
ることが確認された。そこでこの状態を保ちつつ、１０分後にヒーターの電源を入れ加熱
した。そして系内温度を１４０℃に保ってさらに６０分間攪拌した。その後、空冷にて、
回転速度３００ｒｐｍのまま攪拌しつつ室温（約２５℃）まで冷却した。その後、水性媒
体から有機溶剤を除去するために、ロータリーエバポレーターを用い、水を添加しながら
、浴温８０℃で水性媒体の一部を留去した。その後、空冷にて室温（２５℃）まで冷却し
たあと、３００メッシュのステンレス製フィルター（線径０．０３５ｍｍ、平織）で加圧
濾過（空気圧０．２ＭＰａ）することで、乳白色の均一な酸変性ポリオレフィン樹脂水性
分散体О－７（固形分濃度：２０質量％、Ｂｕ－ＥＧ：０質量％、ＤＭＥＡ：０．６質量
％）を得た。数平均粒子径は１８０ｎｍであった。なお、フィルター上には残存樹脂は殆
どなかった。
【００８９】
　酸変性ポリオレフィン樹脂の構成と水性分散体の固形分含有量を表２に示す。
【００９０】
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【表２】

【００９１】
実施例１
＜液状物の調製＞
　酸変性ポリオレフィン樹脂Ｐ－１の水性分散体Ｏ－１と、ポリビニルアルコール水溶液
（日本酢ビ・ポバール社製ＶＣ－１０、平均重合度：１，０００、固形分濃度：１０質量
％、ケン化度：９９．３％以上）と、オキサゾリン基含有化合物の水性溶液（日本触媒社
製エポクロスＷＳ－７００、固形分濃度：２５質量％）とを、各成分の固形分質量比率が
１００：１００：７になるように混合し、その後、水で希釈して固形分濃度８質量％の液
状物を得た。
＜離型シートの製造＞
　ナイロン９Ｔを、シリンダー温度を２９５℃（前段）、３２０℃（中段）および３２０
℃（後段）に設定した６５ｍｍ単軸押出機に投入して溶融し、３２０℃に設定したＴダイ
よりシート状に押し出し、循環オイル温度を５０℃に設定した冷却ロール上に、静電印加
法により押し付けて密着させて冷却し、厚さ２４０μｍの実質的に無配向の未延伸シート
を得た。なお、冷却ロールは、表面にセラミック（Ａｌ２Ｏ３）を０．１５ｍｍ厚に被覆
したものを用いた。また、ロール表面とフィルムとが接触する点よりも上流側にカーボン
ブラシを２つ並べて冷却ロールに接触させ、カーボンブラシのホルダーを接地することに
より、セラミック被覆層の表面を除電した。電極には、直径０．２ｍｍのタングステン線
を用い、３００Ｗ（１５ｋＶ×２０ｍＡ）の直流高圧発生装置で６．５ｋＶの電圧を印加
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　次に、上記液状物を、グラビアロールで３．０ｇ／ｍ２となるように、未延伸シートの
片面に塗布した後、未延伸シートを、両端をクリップで把持しながら、テンター方式同時
二軸延伸機（日立製作所社製）に導いて、予熱部温度１２０℃、延伸部温度１３０℃、縦
延伸歪み速度２４００％／ｍｉｎ、横延伸歪み速度２７６０％／ｍｉｎ、縦方向延伸倍率
３．０倍、横方向延伸倍率３．３倍で同時二軸延伸した。そして、同テンター内で２８５
℃で熱固定を行い、フィルムの幅方向に５％の弛緩処理を施した後、均一に徐冷し、フィ
ルム両端をクリップから解放し、耳部をトリミングして、幅０．５ｍで長さ５００ｍを巻
き取り、厚さ２５μｍの二軸延伸されたナイロン９Ｔフィルム上に、厚さ０．１μｍの樹
脂層が設けられた離型シートを得た。
【００９２】
実施例２～１８、比較例１～６
　樹脂層形成用液状物における酸変性ポリオレフィン樹脂、ポリビニルアルコール、架橋
剤の種類、および、酸変性ポリオレフィン樹脂１００質量部に対するポリビニルアルコー
ルや架橋剤の質量部を表３、４に記載したように変更した以外は実施例１と同様にして、
離型フィルムを得た。
　なお、表に示すポリビニルアルコールＪＴ－０５として、日本酢ビ・ポバール社製ＪＴ
－０５（平均重合度５００、固形分濃度１０質量％、ケン化度：９４．０％）を使用し、
架橋剤のカルボジイミド基含有化合物として、日清紡社製カルボジライトＥ－０２（固形
分濃度：４０質量％）を使用した。また、実施例８、１６、比較例３においては、ナイロ
ン９Ｔに代えてナイロン１０Ｔを用いてナイロン１０Ｔフィルムを製造し、実施例１７に
おいては、ナイロン９Ｔに代えてナイロン６Ｔ（三井化学社製、アーレン）を用いてナイ
ロン６Ｔフィルムを製造し、実施例１８においては、ナイロン９Ｔに代えてナイロン１１
Ｔ（アルケマ社製、リルサンＨＴ　ＣＥＳＶ　ＢＬＡＣＫ　Ｐ０１０－ＨＰ－ＴＬ）を用
いてナイロン１１Ｔフィルムを製造した。
【００９３】
実施例１９、比較例７～１１
　実施例１９ではナイロン９Ｔフィルム（ユニチカ社製「ユニアミド」、厚さ２５μｍ）
、比較例７、８ではポリイミドフィルム（カネカ社製「アピカルＡＨ」、厚さ２５μｍ）
、比較例９、１０では、ポリフェニレンサルファイドフィルム（東レ社製「トレリナ」、
厚さ２５μｍ）、比較例１１では、ポリエチレンテレフタレートフィルム（ユニチカ社製
「エンブレット」、厚さ２５μｍ）を用いて、それぞれのフィルムに、マイヤーバーを用
いて、表３、４に記載された組成の液状物を塗布し、２８０℃で３０秒間乾燥させること
で、フィルム上に厚さ０．１μｍの樹脂層を形成した離型シートを得た。
【００９４】
　実施例１～１９、比較例１～１１で得られた離型シートについて、離型性を評価した結
果を表３、４に示す。
【００９５】
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【表３】

【００９６】
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【表４】

【００９７】
　実施例１～１９の離型シートは、基材が半芳香族ポリアミド樹脂フィルムであり、樹脂
層が２～６質量％の酸変性成分量の酸変性ポリオレフィン樹脂と、架橋剤を含有するもの
であったため、樹脂層と半芳香族ポリアミド樹脂フィルム基材とは優れた密着性を示し、
被着体とも良好な離型性を示し、離型後の粘着成分の残存接着率についても良好であった
。さらに、高温処理後の剥離試験においても良好な離型性を示した。
　特に、プロピレン系の酸変性ポリオレフィン樹脂（Ｐ－３、Ｐ－４）を含有する樹脂層
は、エポキシプリプレグとの離型性が良好であり、特に高温処理後の離型性ではプロピレ
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ン比率の高い酸変性ポリオレフィン樹脂（Ｐ－４）が最も優れていた。エチレン系の酸変
性ポリオレフィン樹脂（Ｐ－１、Ｐ－２）を含有する樹脂層は、表面粗さＳａが小さく、
平滑であり、アクリル系粘着剤との離型性が良好であった。
　また、樹脂層は、ポリビニルアルコールを含有した方が、基材との密着性および被着体
との離型性が向上し、なかでも、低ケン化度のポリビニルアルコールであるＪＴ－０５を
含有する樹脂層の方が、高ケン化度のＶＣ－１０を含有するものよりも、表面が平滑であ
り、２００℃を超える高温域での離型性も優れていた。
【００９８】
　一方、比較例１～４の離型シートは、離型シートを構成する樹脂層の酸変性成分の割合
が本発明で規定する上限を超えていたため、高温処理後の剥離強度が上昇し、離型性が低
下した。
　比較例５の離型シートは、離型シートを構成する樹脂層の酸変性成分の割合が本発明で
規定する範囲の下限を下回っていたため、樹脂層と基材との密着性が低下し、また被着体
との離型性についても劣っていた。
　比較例６の離型シートは、離型シートを構成する樹脂層中に架橋剤を含有していなかっ
たため、樹脂層と基材との密着性に劣り、また被着体との離型性評価では剥離できず凝集
破壊した。
　比較例７、８の離型シートは、基材フィルムを構成する樹脂がポリイミド（ＰＩ）であ
り、比較例９、１０はポリフェニレンサルファイド（ＰＰＳ）であったため、樹脂層との
密着性が低く、被着体との離型性が劣っていた。
　比較例１１の離型シートは、基材フィルムを構成する樹脂がポリエチレンテレフタレー
ト（ＰＥＴ）であったため、高温処理をした際、フィルムの変形が起こり、離型性を評価
することができなかった。
　比較例６～１０のいずれの離型シートにおいても、高温処理後の剥離試験で離型性が劣
っていた。
 
【要約】
　半芳香族ポリアミド樹脂フィルム上に樹脂層が設けられた離型シートであって、樹脂層
が、酸変性成分の割合が２～６質量％である酸変性ポリオレフィン樹脂と、架橋剤とを含
有することを特徴とする離型シート。
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